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1.　ステップ１、２で分かったこと 2.　ステップ３で知っていただきたいこと
１） 今回のステップの位置づけ・役割と次回ステップとの関わり

●PIステップ１では、現空港敷地内での有効活用方策として、国内線エプロンの平行誘導路の二重化を検討し、若干の

混雑緩和効果があることが確認できました。その後、「誘導路二重化以外の方策があるのでは？」「ターミナルビルの

滑走路中央部への移転が役に立つと思う。」などのご意見がみなさんから寄せられました。これらのご意見を踏まえ

て、現国内線ターミナルを移転した場合の下記の２ケースを追加検討しました。

●追加ケース1、2とも、滑走路処理容量が若干増加することが予測されますが、将来需要に対応できるほどの容量とは

ならないことが考えられます。また、整備費は平行誘導路の二重化案（ステップ1）と比較して多大なものとなります。

ステップ2

●福岡空港の現状と課題、空港利用者の視点に立った航空サービスの評

価基準、現在の空港の能力について検討。

対応策を検討するための前提条件
●地域の将来像と福岡空港の役割、航空需要の将来予測について検討。

ステップ3 評価の視点と検討すべき対応案
●検討すべき対応案と対応案を評価する視点を検討。

ステップ4 対応案の比較評価と方向性（案）
●評価の視点に基づく対応案の比較評価と方向性（案）を作成。

ステップ1 課題と実現すべき政策的目標

　ステップ１では、様々な視点から福岡空港の現状

と課題をとりまとめ、現在の福岡空港の能力と有効

活用方策を実施した場合の福岡空港の能力の見極

めについて検討しました。

　また、ステップ２では、ステップ１で得られた成果

を活用して、地域の将来像と福岡空港の役割をとり

まとめ、将来の航空需要の予測を行いました。

　これらを踏まえて、今回ステップ３では、「将来の

福岡空港にはどんな対応が考えられるのか、（検討

すべき対応案）」、「それぞれの対応案をどんな‘‘観点’’

でくらべるのか（評価の視点）」について理解を深め

ます。

　なお、「既存ストックの有効活用方策」については、

平行誘導路の二重化をステップ１で検討しましたので、

今回は、３方策について検討します。

　そして、次のステップ４では評価の視点に基づい

て対応案の比較評価を行い、方向性（案）を作成します。

■福岡空港ＰＩステップの全体構成とステップ３の位置

■福岡空港の総合的な調査  ステップ3  PIレポート
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拡張地下鉄の分岐・延伸

ステップ1 追加ケース1 追加ケース2

・ターミナルビルをセットバックする必要
があり、現行サービスレベルを維持する
ためにはターミナル道路の切り回し等に
工夫が必要。また、ターミナルビルの運用
を維持しながらの工事に課題がある。

・貨物施設については、現況と同じ滑走路
西側地区での運用となる。

・滑走路処理容量は１４．５万回／年から１
４．９万回／年に増加

・国内線ターミナルビル中央部に大型機材
用スポットを集中させれば、利便性は向
上する。

・旅客ターミナルビル、管制塔等全ての東
側ターミナル施設の移設が必要であり、
これらの運用を維持しながらの工事に
課題がある。

・現行サービスレベル維持のためには地
下鉄の延伸費用、用地購入費用が必要。

・貨物施設については、現況と同じ滑走路
西側地区での運用となる。

・滑走路処理容量はステップ１案より若干
増加することが予測される。

整備概要 国内線ターミナル地区を滑走路
東側中央部に移設する案

現行国内線エプロン誘導路を
二重化する案

国内線ターミナル地区を滑走路西側に
移し、国際線ターミナル地区と統合する案

用地買収面積 用地買収なし 約30ha 約25ha

概算整備費

特　徴

340億円程度
（エプロン、ターミナルビル、
道路・駐車場整備費用など）

2,000億円程度
（エプロン、ターミナル施設、用地買収費、

補償工事費、地下鉄整備費用など）

1,500億円程度
（エプロン、ターミナル施設、用地買収費、

補償工事費、地下鉄整備費用など）

・国内線・国際線ターミナルを統合する場合、
ターミナルが長くなること、またエプロン
間口の制約から、ビルに直接接続しない
スポットが増えることから、移動に関し
て利用者利便性が低下する。

・現行サービスレベル維持のためには地
下鉄の分岐又は延伸費用、用地購入費用
が必要。

・貨物施設については、旅客ターミナル地
区と貨物地区が並列配置されることから
利便性に優れる。

・滑走路処理容量はステップ１案より若干
増加することが予測される。
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